
 
平成１５年１１月１１日 

 

持株会社設立に関する公正取引委員会の回答を受領 
 
ＹＵＡＳＡ(社長 大坪 愛雄)と日本電池株式会社(社長 村上 晨一郎)は、来年

４月１日に予定しています持株会社「株式会社ジーエス・ユアサ コーポレーシ

ョン」の設立に関し、公正取引委員会と事前相談を行なっておりましたが、同

委員会から、本件統合は独占禁止法の規定に違反するおそれはないものと認め

られるとの回答を受領いたしましたので、ご案内申し上げます。 

なお、その内容につきましては、添付しております公正取引委員会の審査結果

の公表資料であります「株式会社ユアサコーポレーション及び日本電池株式会

社の経営統合について」をご参照の程お願いいたします。 

以上 
 

本件に関するお問い合わせは、下記までお願いします。 

Ｙ Ｕ Ａ Ｓ Ａ 
本社広報担当  宮部、今川 

ＴＥＬ  ０７２－６８６－６１８３ 
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株式会社ユアサコーポレーション及び日本電池株式会社の経営統合に    

ついて 

 

平成１５年１１月７日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

 公正取引委員会は，当事会社である株式会社ユアサコーポレーション（以下「ユ

アサ」という。）及び日本電池株式会社（以下「日本電池」という。）から，両社が

予定している経営統合について事前相談があったので，その検討を行ってきた。 

当委員会は，相談があった内容に関する当事会社の説明及び当事会社が講じるこ

ととしている対応策を前提とすれば，本件統合は独占禁止法の規定に違反するおそ

れはないものと認められる旨，当事会社に回答を行った（詳細については別添参照）。 

なお，本件は，「企業結合計画に関する事前相談に対する対応方針」（平成１４年

１２月１１日）に基づき，書面審査に加えて詳細審査を行い，その審査結果を公表

するものである。 

 
第１ 本件統合の概要 

 ユアサ及び日本電池は，平成１６年４月に両社の親会社となる持株会社を設

立することにより，経営統合を行うことを計画しているものである。 

 

第２ 独占禁止法上の考え方 

１ 一定の取引分野 

ユーザーからみて機能・効用が同種であるか否かなどの観点から検討を行っ

たところ，次の６種類の鉛蓄電池の製造販売分野を，それぞれ，本件における

一定の取引分野と画定した。 

 

・四輪車用鉛蓄電池（新車用） 

・四輪車用鉛蓄電池（補修用） 

・二輪車用鉛蓄電池（新車用） 

・二輪車用鉛蓄電池（補修用） 

・産業用鉛蓄電池 

・小型シール鉛蓄電池 

 
 
 
 
 
 
 

  問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局企業結合課 

          電話 ０３－３５８１－３７１９（直通） 

  ホームページ http://www.jftc.go.jp 
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２ 独占禁止法上の評価 

ア 四輪車用鉛蓄電池（新車用），同（補修用），産業用鉛蓄電池及び小型シー

ル鉛蓄電池の取引分野については，市場における競争への影響を詳細に審査

したところ，取引先変更の容易性やユーザーの価格交渉力等を勘案すれば，

それぞれの取引分野における競争を実質的に制限することとはならないと

考えられる。 

 

イ 二輪車用鉛蓄電池（新車用）及び同（補修用）の取引分野については，い

ずれについても，当事会社のシェアが大きい複占の状態となり，輸入圧力が

十分に働いているとはいえず，また，参入の蓋然性も乏しい状況にあること

から，本件統合により，両取引分野における競争を実質的に制限することと

なるおそれがあると考えられる。 

 
３ 当事会社が申し出た主な対応策 
ア コストベースでの引受権の設定 

二輪車用鉛蓄電池市場で製造又は販売を営もうとする事業者（競争事業者

や販売のみを行う商社も含む。）に対して，新会社発足後２年以内に，二輪

車用鉛蓄電池の国内市場における当事会社の平成１４年度の販売数量のう

ちいずれか少ない方に相当する量を上限として，コストベースでの引受権

（長期的供給権）を付与する。 

また，引受権者からの求めがあれば市場概要等の情報を提供する。 

 

イ 物流サービスの提供 

引受権者からの求めに応じ，当事会社が保有する物流サービスを実費で提

供する。 

 

ウ 実施状況の報告 

上記の対応策が適正に実行されるよう，措置の具体的条件及び運用につい

て，逐次，事前に当委員会に報告する。 

また，当委員会からの求めに応じて，すべての対応策の実施状況について

報告を行う。 

 

４ 対応策への評価 
 上記対応策が実施された場合には，①本件統合により減殺されることとなる

競争単位に相当する供給が独立して行われること，②製造設備等への投資を行

うことなく容易に市場へ参入することが可能となることから，当事会社の販売

価格の設定に有意な影響を及ぼし得る競争単位を生み出すことが可能になり，

統合後，当事会社への牽制力が働くこととなる。このため，前記対応策が着実

に実施されれば，本件統合により,二輪車用鉛蓄電池市場における競争を実質

的に制限することとはならないと考えられる。 
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第３ 結論 
以上のことから，当委員会は，当事会社が申し出た対応策が着実に実施され

れば，本件統合により，それぞれの取引分野における競争を実質的に制限する

こととはならないと判断した。 
なお，今後，当事会社が申し出た対応策の履行を確実なものとするため，必

要に応じて，当事会社から報告を受けること等により，対応策の履行状況を監

視するとともに，それぞれの取引分野における競争状況についても十分に把

握・監視していくこととする。 
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株式会社ユアサコーポレーション及び日本電池株式会社の経営統合について（回答） 

 

第１ 当事会社 

 株式会社ユアサコーポレーション（以下「ユアサ」という。）は，蓄電池等の製造販

売業を営むものである。 

日本電池株式会社（以下「日本電池」という。）は，蓄電池等の製造販売業を営むも

のである。 

 

第２ 統合の概要及び関係法条 

当事会社は，平成１６年４月に，持株会社（株式会社ジーエス・ユアサコーポレー

ション）を設立することにより，両社の経営統合を計画している。 

本件統合の関係法条は，独占禁止法第１０条である。 

 

第３ 統合の目的 

当事会社は，主力としている鉛蓄電池が需要低迷，価格下落により厳しい事業環境

にあるため，製造及び開発コストの削減等を図るとともに次世代電池の分野における

技術開発力を高めるために本件統合を行うとしている。 

 

第４ 一定の取引分野 

 本件においては，当事会社の製造販売する製品のうち，競合する鉛蓄電池について

検討した(注１)。 

１ 製品の概要 

電池には使い切りの一次電池と繰り返し使用できる二次電池があり，鉛蓄電池は二

次電池に該当する。 

鉛蓄電池は，電極原料の鉛が安価である，蓄電容量を容易に設定できるなどの特徴

があり，用途によって，自動車用鉛蓄電池，産業用鉛蓄電池，小型シール鉛蓄電池に

分かれている（各製品の概要は別紙のとおり。）。 

 

２ 一定の取引分野 

 鉛蓄電池について，ユーザーからみて機能・効用が同種であるか否かなどの観点か

ら検討を行ったところ，我が国における次の６種類の鉛蓄電池の製造販売分野を，そ

れぞれ一定の取引分野として画定した。すなわち，用途別に，産業用鉛蓄電池，小型

シール鉛蓄電池，そして，主要な用途である自動車用鉛蓄電池については，規格，ユ

ーザー層，販売価格帯等が異なり代替性が認められないことから，四輪車用及び二輪

車用に分け，更に両者について新車用及び補修用に区分して，一定の取引分野を画定

した。 

別 添
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なお，地理的市場は，全国市場として画定した。 

 

本件における一定の取引分野 

１ 四輪車用鉛蓄電池（新車用） 

２ 四輪車用鉛蓄電池（補修用） 

３ 二輪車用鉛蓄電池（新車用） 

４ 二輪車用鉛蓄電池（補修用） 

５ 産業用鉛蓄電池 

６ 小型シール鉛蓄電池 

 

(注１) 同様にして，当事会社で製造販売している電源装置については，統合後の合算シェアが小さ

いことなどから，詳細な検討は必要ないと判断した。 

 

第５ 取引分野ごとの検討 

１ 四輪車用鉛蓄電池（新車用，補修用） 

(1) 市場の状況 

四輪車用鉛蓄電池の国内需要は，ほぼ横ばいで推移しており，平成１４年度にお

ける国内市場規模は，約８９０億円となっている。 

本件統合により，当事会社の合算販売数量シェア・順位は，新車用については約

３０％，補修用については約４０％を占め，それぞれ第１位となる。 

（新車用）              （補修用） 

順位 メーカー シェア 順位 メーカー シェア 

１ Ａ社 約３０％ １ 日本電池 約２５％ 

２ 日本電池 約２０％ ２ 輸入品 約２０％ 

３ Ｂ社 約２０％ ３ ユアサ 約２０％ 

４ Ｃ社 約２０％ ４ Ｄ社 約１５％ 

５ ユアサ 約１０％ ５ Ｅ社 約１０％ 

６ 輸入品 ０～５％ ６ Ｆ社 約１０％ 

(１) 当事会社合算 約３０％ （１） 当事会社合算 約４０％ 

 合計 １００％  合計 １００％ 

※ 四捨五入をしているため，合計は必ずしも一致しない。 

（出所：当事会社提出資料を基に当委員会にて作成） 
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(2) 考慮事項 

ア 取引先変更の容易性 

四輪車用鉛蓄電池（新車用）の分野においては，Ａ社，Ｂ社及びＣ社，四輪車

用鉛蓄電池（補修用）の分野においては，Ｄ社，Ｅ社及びＦ社という販売数量シ

ェア１０％超を有する有力な競争事業者が複数存在するとともに，製品差別化が

難しく，国内外メーカー間に品質差はみられないことから，ユーザーによる取引

先変更は容易であると認められる。 

 

イ ユーザーの調達方針 

前記アのとおり，ユーザーにとって取引先変更が容易であることから，ユーザ

ーの多くは競争見積り，複数購買等を行うことによりメーカーを競争させ，より

低い価格を提示したメーカーから調達するなどの調達方針を採っていることが認

められる。 

 

ウ 川下市場からの競争圧力 

(ｱ) 四輪車用鉛蓄電池（新車用）の市場については，四輪自動車市場において販

売競争が活発に行われ車両販売価格が低下傾向にあって，コスト削減を迫られ

ていることから，部品調達を通じた川下市場からの競争圧力が働いていると認

められる。 

(ｲ) 四輪車用鉛蓄電池（補修用）の市場については，最終ユーザーである一般消

費者が自動車部品量販店で鉛蓄電池を購入することが多く，そのため，自動車

部品量販店間において他社の販売価格を考慮した価格設定が行われており，ガ

ソリンスタンドや自動車ディーラー等の販売価格も自動車部品量販店の価格動

向に左右される傾向があることが認められる。したがって，川下市場である小

売段階からの競争圧力が働いていると認められる。 

 

エ 輸入圧力の存在 

四輪車用鉛蓄電池（補修用）の分野において，輸入品は，価格面での優位性か

ら増加傾向にあり，海外メーカーの供給余力にも問題がないことが認められる。

また，輸入品を採用しているユーザーは，品質，デリバリー上の制約はない旨を

説明している。したがって，輸入品は，国内市場への競争圧力として機能してい

ると認められる。 

 

(3) 独占禁止法上の評価 

有力な競争事業者が複数存在して製品の品質差もないため，ユーザーは取引先を

容易に変更することができる。また，ユーザーである自動車メーカー，自動車部品
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量販店等の価格交渉力は強く，川下からの競争圧力も認められる。さらに，四輪車

用鉛蓄電池（補修用）の市場においては，輸入品が国内市場への競争圧力として機

能している。こうした考慮事項を踏まえると，本件統合によって競争を実質的に制

限することとはならないと考えられる。 

 

２ 二輪車用鉛蓄電池（新車用，補修用） 

(1) 市場の状況 

二輪車用鉛蓄電池の国内需要は，ほぼ横ばいで推移しており，平成１４年度にお

ける国内市場規模は，約８５億円となっている。 

本件統合により，当事会社の合算販売数量シェア・順位は，新車用については約

８５％，補修用については約７０％を占め，それぞれ第１位となる。 

 

（新車用）              （補修用） 

順位 メーカー シェア 順位 メーカー シェア 

１ ユアサ 約６５％ １ ユアサ 約５０％ 

２ 日本電池 約２０％ ２ 日本電池 約２０％ 

３ Ａ社 約１５％ ３ Ｂ社 約２０％ 

４ 輸入品 ０～５％ ４ 輸入品 約１０％ 

（１） 当事会社合算 約８５％ ５ Ｃ社 ０～５％ 

 合計 １００％ （１） 当事会社合算 約７０％ 

    合計 １００％ 

（出所：当事会社提出資料を基に当委員会にて作成） 

 

(2) 考慮事項 

ア 二輪車用鉛蓄電池（新車用）のユーザーは，いずれも大手二輪車メーカーであり，

競争見積りの実施，改善提案の評価等を行うことによりメーカーを競争させた上

で購入シェア等を決定している。したがって，ユーザーの価格交渉力は強いと考

えられる。 

 

イ 二輪車用鉛蓄電池（補修用）については，ユーザーのうち自動車部品量販店につ

いては，四輪車用鉛蓄電池と同様に競争見積りを実施して調達していることから，

小売段階からの競争圧力がある程度働いていることは認められる。また，輸入品

についても，自動車部品量販店を中心に一定数量採用されていることが認められ

る。 
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(3) 独占禁止法上の評価 

ア 二輪車用鉛蓄電池（新車用）市場については，本件統合により競争事業者がＡ

社のみとなるため，当事会社のシェアが大きい複占となる一方，同市場の利益状

況から判断して，参入していない鉛蓄電池メーカーが，新規に参入する蓋然性は

乏しいと考えられる。また，輸入品については，採用がわずかなため有効な牽制

力とは認められないと考えられる。 

したがって，ユーザーの価格交渉力は認められるものの代替的な供給を求めるこ

とが困難なことから，本件統合により競争を実質的に制限することとなるおそれが

あると考えられる(注２)。 

 

イ 二輪車用鉛蓄電池（補修用）市場については，本件統合により競争事業者が実

質的にＢ社のみとなるため，当事会社のシェアが大きい複占となる一方，新車用

市場と同じく，新規参入の蓋然性は乏しい状況にある。また，当該市場において

は，主として小規模な二輪車販売店が一般消費者への販売の約７割を占めている

ため,小売段階からの競争圧力は必ずしも十分とはいえず，また，輸入品の圧力も

こうした流通構造を踏まえると限定的なものであり，十分な牽制力となっている

とは言えないと考えられる。 

したがって，本件統合により，当事会社の市場シェアが大きい複占となる上，

新規参入や川下市場からの競争圧力が期待できないことから，競争を実質的に制

限することとなるおそれがあると考えられる(注２)。 

(注２) 二輪車用鉛蓄電池に関して，当事会社から対応策の申出がある（後記第６参照）。 

 

３ 産業用鉛蓄電池 

(1) 市場の状況 

産業用鉛蓄電池の国内需要は，横ばいで推移しており，平成１４年度における国

内市場規模は，約４１０億円となっている。 

本件統合により，当事会社の合算販売数量シェア・順位は約５５％を占め，第１

位となる。 
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順位 メーカー シェア 

１ 日本電池 約３５％

２ ユアサ 約２０％

３ Ａ社 約２０％

４ Ｂ社 約１０％

５ Ｃ社 約１０％

６ 輸入品 約５％

（１） 当事会社合算 約５５％

 合計 １００％

（出所：当事会社提出資料を基に当委員会にて作成） 

 

 

(2) 考慮事項 

ア 取引先変更の容易性 

有力な競争事業者であるＡ社のほか，同市場には競争事業者としてＢ社及びＣ

社も存在している。これらの競争事業者は，現有設備のままでも増産に対応可能

であることが認められることから，競争事業者の供給力には余裕があると考えら

れる。また，産業用鉛蓄電池の更新需要に対しては，品質面で差異はないことか

ら既納メーカーかどうかの区別なく取引されているため，ユーザーによる取引先

の変更は容易であることが認められる。 

 

イ ユーザーの価格交渉力 

主たるユーザーは，電源装置を製造する重電機器メーカーやビル建設を請け負

う大手建設業者である。これらユーザーの多くは，最終ユーザー（電気・運輸・

通信関係）の電気設備全部の設置を手掛けるため，強い交渉力を有している。さ

らに，ユーザーは，競争見積りを実施して調達先を決めていることから，ユーザ

ーの価格交渉力は強いと認められる。 

 

ウ 川下市場からの競争圧力 

最終ユーザーの設備投資や建築需要の動きに対応して，重電機器メーカーや大

手建設業者の受注競争は激しく，調達コスト削減を目的とした部品調達を通じて

川下市場からの競争圧力が働いていると認められる。 

 

(3) 独占禁止法上の評価 

競争事業者は，現有設備のままで当事会社の供給量の合計の過半を供給することが

可能なため，比較的短期間で供給代替は可能と考えられる。また，ユーザーは，電気
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設備全体を請け負う中で産業用鉛蓄電池の調達を行っており，調達コスト削減を目的

として鉛蓄電池メーカーを競争させている。こうした考慮事項を踏まえると，本件統

合によって競争を実質的に制限することとはならないと考えられる。 

 

４ 小型シール鉛蓄電池 

(1) 市場の状況 

小型シール鉛蓄電池の国内需要は，減少傾向にあり，平成１４年度における国内

市場規模は，約１２０億円となっている。 

本件統合により，当事会社の合算販売数量シェア・順位は約３０％を占め，第２

位となる。 

 

順位 メーカー シェア 

１ Ａ社 約３５％ 

２ 輸入品 約２５％ 

３ 日本電池 約２０％ 

４ ユアサ 約１０％ 

５ Ｂ社 約５％ 

６ Ｃ社 約５％ 

（２） 当事会社合算 約３０％ 

 合計 １００％ 

（出所：当事会社提出資料を基に当委員会にて作成） 

 

(2) 考慮事項 

ア 輸入圧力及び川下市場からの競争圧力の存在 

輸入品のシェアは増加しており，また，海外メーカーは供給余力があると認め

られることから，輸入品が国内市場への競争圧力として機能していることが認め

られる。 

また，小型シール鉛蓄電池を使用した小型の交流無停電電源装置(以下「ＵＰＳ」

という。）の製品輸入が行われており，これは，小型シール鉛蓄電池の需要を代替

すると同時に川下市場であるＵＰＳメーカー間の競争を促進している。したがっ

て，川下市場からの競争圧力が働いていると認められる。 

 

イ 取引先変更の容易性 

有力な競争事業者であるＡ社のほか，同市場には競争事業者としてＢ社及びＣ

社も存在している。また，小型シール鉛蓄電池は汎用品であり，国内外メーカー

間に品質差はみられないから，ユーザーによる取引先の変更は容易であると認め
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られる。 

 

ウ ユーザーの価格交渉力 

ユーザーであるＵＰＳメーカー等は，競争見積り，複数購買等を行うことによ

りメーカーを競争させ，より低い価格を提示したメーカーから調達するなどの調

達方針を採っていることから，ユーザーの価格交渉力は強いと考えられる。 

 

(3) 独占禁止法上の評価 

有力な競争事業者が存在するとともに，輸入品が増加しており，取引先の変更が容

易である上，川下市場である小型ＵＰＳの製品輸入も多くみられることから，こうし

た考慮事項を踏まえると，本件統合によって競争を実質的に制限することとはならな

いと考えられる。 

 

５ 競争者間の協調 

いずれの一定の取引分野においても，これまで鉛蓄電池メーカー間では活発な競争

が行われていること，統合後も競争的な価格設定が行われると見込まれることが，ヒ

アリング調査の結果認められることから，統合後に協調的な行動を採るようになるお

それは少ないと考えられる。 

 

第６ 二輪車用鉛蓄電池（新車用，補修用）について当事会社が申し出た対応策と評価 

１ 当事会社が申し出た対応策 

 本件の検討過程において，当事会社は，二輪車用鉛蓄電池（新車用，補修用）に

ついて，おおむね次のような対応策を申し出てきた。 

ア 二輪車用鉛蓄電池について，新会社発足後２年以内に，二輪車用鉛蓄電池市場

で製造又は販売を営もうとする事業者（競争事業者や販売のみを行う商社も含

む。）に対して，二輪車用鉛蓄電池の国内市場における当事会社の平成１４年度の

販売数量のうちいずれか少ない方に相当する量を上限として，コストベースでの

引受権（長期的供給権）を付与する。 

イ 引受権者からの求めがあれば，主要取引先，当該市場の概要等の情報を提供す

る。 

ウ 引受権者からの求めに応じ，当事会社が保有する物流サービスを実費で提供す

る。 

エ 上記の対応策が適正に実行されるよう，措置の具体的条件及び運用について，

逐次，事前に当委員会に報告する。 

また，当委員会からの求めに応じて，すべての対応策の実施状況について報告

を行う。 
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２ 対応策を踏まえた当委員会の判断 

本件統合の問題点を解消するための対応策としては，統合スキームからの二輪車

用鉛蓄電池事業の分離，同事業の一部譲渡も考えられるが，二輪車用鉛蓄電池の採

算性が悪く，単独では事業として成り立たない可能性があり，当該事業を譲り受け

る事業者が容易に出現する状況にはないものと考えられる。このため，当事会社の

講じ得る措置としては，第三者にコストベースでの引受権を設定するという方法は，

実現可能性という点で妥当な措置と考えられる。 

 こうした措置が実施された場合には，①本件統合により減殺されることとなる競

争単位に相当する供給が独立して行われること，②製造設備等への投資を行うこと

なく容易に市場へ参入することが可能となることから，当事会社の販売価格の設定

に有意な影響を及ぼし得る競争単位を生み出すことが可能になり，統合後，当事会

社への牽制力が働くこととなる。このため，前記対応策が着実に実施されれば，本

件統合により,二輪車用鉛蓄電池市場における競争を実質的に制限することとはな

らないと考えられる。 

なお,今後，当事会社が申し出た対応策の履行を確実なものとするため，必要に応

じて，当事会社から報告を受けること等により，対応策の履行状況を監視するとと

もに，問題点を指摘した取引分野における競争状況についても十分に把握・監視し

ていくこととする。 

 

第７ 結論 

 以上の状況を勘案すると，本件統合により四輪車用鉛蓄電池（新車用），同（補修用），

産業用鉛蓄電池，小型シール鉛蓄電池の各取引分野については，競争を実質的に制限

するとはいえず，独占禁止法上問題ないものと考えられる。 

 また，二輪車用鉛蓄電池については，新車用，補修用ともに，当事会社の申し出た

対応策が着実に実施された場合には，競争を実質的に制限することとはならないと考

えられる。 
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別 紙 

鉛蓄電池の製品概要 

取引分野 概 要 

 

（特性） 

 ２Ｖの電池を６つ連結させた１２Ｖが一般的であり，１７６Ａｈまでの電気容

量がある。瞬間的な大電流放電が可能である。 

（主な用途） 

自動車に組み込まれ，エンジン始動，パワーウィンドー，クーラーなどの電気・

電子機器の電源として利用されている。 

新
車
用 

（主なユーザー） 

 四輪車メーカー 

（取引形態） 

 商流，物流ともに四輪車メーカーとの直接取引である。 

四 

輪 

車 

用 

鉛 

蓄 

電 

池 補
修
用 

（主なユーザー） 

自動車部品量販店，四輪車販売店，整備工場，ホームセンター，ガソリンスタ

ンド等 

最終ユーザーは一般消費者 

（取引形態） 

 一般的に，商流，物流ともに，大口ユーザーに対しては直接，小口ユーザーに

対しては販売代理店を経由して取引されている。 
 

（特性） 

 ２Ｖの電池を連結させた６Ｖ・１２Ｖが一般的であり，瞬間的な大電流放電が

可能である。耐震動性に優れ，軽量・小型である。 

（主な用途） 

 二輪車に組み込まれ，エンジン始動などの電気・電子機器の電源として利用さ

れている。 

新
車
用 

（主なユーザー） 

二輪車メーカー 

（取引形態） 

 商流，物流ともに二輪車メーカーとの直接取引である。 

自 
 

動 
 

車 
 

用 
 

鉛 
 

蓄 
 

電 
 

池 

二 

輪 

車 

用 

鉛 

蓄 

電 

池 補
修
用 

（主なユーザー） 

二輪車販売店，自動車部品量販店，整備工場，ホームセンター等 

最終ユーザーは一般消費者 

（取引形態） 

 一般的に，商流，物流ともに，大口ユーザーに対しては直接，小口ユーザーに

対しては販売代理店を経由して取引されている。なお，小口ユーザーが流通の７

割を占めている。 
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産業用鉛蓄電池 

（特性） 

２Ｖ電池の連結により，３，０００Ａｈまでの電気容量の製品がある。電池を

多数組み合わせることで形状は大型となる。 

（主な用途） 

 電源装置に組み込まれる形で，通信設備や施設の停電時などの非常用電源とし

て利用されている。 

（主なユーザー） 

 重電メーカー，電源設備メーカー等 

最終ユーザーは電力，運輸，通信会社などの民間企業や公共機関 

（取引形態） 

 産業用鉛蓄電池を組み込んだ電源装置を民間企業等に直売・直納するルート

と，重電メーカー等に産業用鉛蓄電池を販売し，民間企業等への産業用鉛蓄電池

の設置を当事会社が行うルートの２つがある。 

小型シール鉛蓄

電池 

（特性） 

 ６Ｖ，１２Ｖの小型の製品が一般的である。電解液を綿状ガラス繊維に染込ま

せ密閉（シール）するため液の補給が不要である。 

（主な用途） 

 汎用品として，小型のコンピュータ用ＵＰＳ（無停電電源装置）や医療機器な

どのバックアップ用電源として利用されている。 

（主なユーザー） 

ＵＰＳメーカー，防犯・防災機器メーカー等 

最終ユーザーは民間企業，公共機関，一般消費者 

（取引形態） 

 小型シール鉛蓄電池を組み込んだ電源装置を民間企業等に直売・直納するルー

トと，ＵＰＳメーカー等に鉛蓄電池を販売・納品し，そこから電源装置に組み込

まれる形で最終ユーザーに販売されるルートの２つがある。 

               （出所：当事会社提出資料等を基に当委員会にて作成） 

 

 


